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第 1 章 序 論 
 
1.1. 研究の背景 
 
1.1.1. はじめに 
自動車産業は，わが国の基幹産業としてこれまでの経済発展を支えてきた．しかしなが
ら，輸送需要の拡大は，モータリゼーションの急激な発展につながり，自動車による環境
への負荷は増大し続けてきた．わが国における大気汚染に関する歴史年表を表 1.1 に示す(1)．
この表に示すように，顕在化した大気環境汚染問題に対処するため，公害対策基本法（1967
年（昭和 42 年）制定），大気汚染防止法（1968 年（昭和 43 年）制定），大気環境基準の設
定（1969 年（昭和 44 年）より順次）をはじめとする大気環境に関連する法律が整備され，
公害の克服に対して多大な努力がなされてきた．ここで，大気汚染防止法が定める自動車
排出ガスに含まれる大気汚染物質は，一酸化炭素（CO），炭化水素（HC），鉛化合物，窒
素酸化物（NOx），粒子状物質（PM）の 5 種類である．1978 年（昭和 53 年）には，日本
版マスキー法（自動車排出ガス規制）が施行された．このような大気汚染物質の排出規制，
全国的な大気汚染モニタリングの実施等の結果，自動車からの CO や HC による大気汚染
は大幅に改善した．さらに，1992 年（平成 4 年）には，自動車から排出される NOx の特
定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車 NOx 法）が制定され，1993 年
（平成 5 年）には，地球環境時代にふさわしい新たな枠組みとして，環境基本法が制定さ
れた．これに基づき，産官学が一体となって施策を講じるための環境基本計画が策定され
た． 
しかしながら，NOx と PM による大気汚染は，依然として重要な社会的課題となってい
る．わが国における自動車の保有台数の推移を図 1.1 に示す(2)．現在，国内の自動車保有
台数は 8000 万台に迫っており，自動車の利便性，快適性の向上とともに，その増加傾向は
今後も続いていくものと予想される．このような物流・人流を支える自動車の排出ガスは，
大気汚染の原因となる NOx や PM の主要な発生源であり，さらには石油消費源，地球温暖
化物質である二酸化炭素（CO2）の排出源である．これらを背景として，自動車排出ガス
規制の強化を含む総合的な自動車交通対策により，2010 年までに NOx と PM の環境基準
を達成することが環境行政の目標になっており，また，地球温暖化対策に関する基本 
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表 1.1 わが国における大気汚染の歴史(1) 
 
環境再生保全機構において刊行された「日本の大気汚染経験」（1997 年刊行，日本の大気汚染経験検討委
員会編），「日本の大気汚染の歴史」（2000 年刊行，責任編集／大気環境学会史料整理研究委員会）等を基
に(独)環境再生保全機構において編集された資料より 
 
方針を定める地球温暖化対策推進法も 1998 年（平成 10 年）に制定され，1999 年（平成 11
年）から全面施行されている．したがって，自動車がもたらす大気汚染，地球温暖化，エ
ネルギー需給問題の解決が今世紀に残された主要な課題の一つである． 
特に，トラックやバス，商用車に広く使われているディーゼルエンジンは，ガソリンエ
ンジンに比べて熱効率が 20～30%高い反面，NOx と PM を多く排出し，大気汚染への影響
度がガソリン車を大きく上回っている．このため日米欧では，ディーゼル車の排出ガスに
対する大幅な規制強化が 2010 年前後に予定あるいは検討されている．自動車メーカーでは，
これらの規制への適合を目指し，燃料性状の改善を前提に，燃焼技術と排気後処理技術を
中心とする対策技術の開発・実用化を最も重要な課題として取り組んでいる．低環境負荷
型の自動車を開発しその普及を促すことは，世界的な環境対策技術の開発競争の中で，わ
が国が今後も世界の産業を技術的にリードし続けていくために必要不可欠である．さらに， 
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図 1.1 自動車保有台数の推移(2) 
（（財）自動車検査登録情報協会資料より作成） 
 
このような自動車の排出ガス対策と燃費改善に関わる技術開発は，単にわが国の環境問題
の解決のみに資するものではない．それらの技術は，モータリゼーションが進展しつつあ
る発展途上国に対しても広く普及されるべきものである．そのことが，国益につながるば
かりではなく，ひいては発展途上国への国際貢献にもつながると考えられる． 
 
1.1.2. NOx と PM を低減する必要性 
本節では，なぜ自動車から排出される NOx と PM を低減する必要があるのかについて，
それぞれ整理したい． 
自動車から排出される二酸化窒素（NO2）や HC（その中でも特に不飽和炭化水素）が太
陽光線に含まれる紫外線を受けて，光化学反応により二次的汚染物質を生成することによ
り，光化学スモッグが発生する．その主要な反応式を下に示す． 
NO2+O2→NO+O3 
二次的汚染物質としては，90%以上がオゾン（O3）であるが，パーオキシアシルナイトレ
ート（PAN：R-CO3NO2）や NO2 等の酸化性物質，ホルムアルデヒド（HCHO），アクロレ
イン等の還元性物質も含まれる．光化学反応により生成される酸化性物質のうち，NO2 を
除いたものが光化学オキシダント（Ox）である．日射が強い，気温が高い，風が弱いなど
の気象条件が重なった夏季には，光化学反応によって生成されたこれらの二次汚染物質が，
大気中で拡散されずに滞留する．その結果として，光化学スモッグが発生し，上空が霞ん
で，白いモヤがかかったような状態になる．光化学スモッグ警報が発令されている日の 
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<光化学スモッグ警報発令中の上空> 
図 1.2 光化学スモッグ警報の発令の有無による上空の様子の比較(3) 
 
上空の様子を図 1.2 に示す(3)．大気中に Ox が高濃度に存在すると，人間の目や呼吸器など
の粘膜を刺激して，健康に悪影響を与える．したがって，特に大都市などの局所地域で大
気中の NO2 濃度が増加すると，光化学スモッグの発生により，国民の健康に影響を及ぼす
可能性がある．したがって，Ox の生成に伴う光化学スモッグの発生を抑制するために，自
動車から大気に排出される NOx を低減する必要がある．このほか，NO2 濃度の増加によっ
て，下記の反応に伴う酸性雨により植物の葉が枯れることもある．  
3NO2+H2O→2HNO3+NO 
一方，PM に関しては，以下の理由で低減が求められる．大気中に浮遊する PM の中で，
粒径が 10 µm 以下のものは浮遊粒子状物質（SPM）と呼ばれる．この SPM は微小なため，
大気中に長時間にわたって滞留し，人間の肺胞や気管などに沈着して，呼吸器系に悪影響
を及ぼすことが知られている．SPM には，工場などから排出される煤塵や粉塵，土壌の飛
散など自然発生源によるもの，花粉などの生物起源のものも含まれるが，ディーゼルエン
ジンから排出される SPM については，従来から発癌性が疑われていることに加え，近年，
動物実験において喘息の病態が認められるなどアレルギー疾患との関連が指摘されており，
健康影響への早急な調査，対策が求められている．ディーゼル微粒子の形態の模式図を図
1.3 に(4)，拡大写真を図 1.4 に示す(5)．ディーゼル微粒子は固体炭素質から構成されており，
多環芳香族（PAH: Poly-Aromatic Hydrocarbon）を含む高級炭化水素を吸着する性質を持ち，
これらの可溶性有機成分（SOF: Soluble Organic Fraction）が炭素質の周囲や内部に吸着して
いる構造を有する．ここで，ディーゼル微粒子を 7 ヵ月間曝露したラットの肺と曝露しな
い肺の外観を図 1.5 に比較して示す(6)．ディーゼル微粒子が曝露されたラットは心拍数が
増加する傾向が認められ，異常心電図などの循環器異常，気管支炎を起こしうることが 
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図 1.3 ディーゼル微粒子の形態(4) 
 
 
図 1.4 粒子状物質の拡大顕微鏡写真(5)  
 
 
図 1.5 ディーゼル微粒子を 7 ヵ月間曝露したラットの肺と曝露しない肺の外観(6) 
 
示唆されている．このような理由から，ディーゼル車からの PM を大幅に低減することが
求められる． 
また，近年，ディーゼル微粒子のうち，直径 100 nm 以下の超微粒子さらには直径 数～
50 nm のいわゆるナノ粒子の有害性が指摘されている．少量ではあるが，粒子数が多く表
面積が大きいため，図 1.6 に示すように呼吸器系細胞への浸透・残留による悪影響が懸念
されている(7)．このような背景をもとに，健康への有害性の面から，EU では粒子量（重量）
の規制を前提に，粒子数の測定方法とそれによる規制の可否（例えば 1011 個/km）につい
(Soot) 
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て国連欧州委員会 WP29 において検討が進められている．この粒子数規制は，遅くとも欧
州の次期排出ガス規制 EURO6 の導入時までには適用される見込みとなっている．なお，
リーンバーンタイプの直噴ガソリン車においても燃料成分に由来するナノ粒子の排出が確
認されている． 
この種の粒子は，排気管から大気中に放出される際の排気の急激な希釈・冷却により凝
縮を伴って核生成が起こり，幹線道路の沿道やディーゼル車の後続車両への暴露の可能性
がある．粒子は希釈の速度や倍率，温度・湿度，燃料性状の影響を受け， 
・燃料や潤滑油由来の高級炭化水素 
・燃料中の硫黄分によるサルフェート 
・潤滑油添加剤 
等が発生源と推定されている．後述する酸化触媒やディーゼルパティキュレートフィルタ
（DPF）によって大幅に低減できることが確認されているが，DPF 内で低温時に一時的に
捕捉された PM 中の SOF の一部が負荷の増大時に高温となって蒸発し，大気中で再凝縮し
て微小粒子化する可能性がある．また，捕捉した PM の強制再生時にもこのような現象が
発生するものと予想される．他の未規制の微量有害成分も含めて，測定方法の確立，含有
成分の特定，生成メカニズムと健康への影響の解明，低減方法の開発，規制の可否を含め
て今後も検討・調査が望まれる課題である．わが国においては，環境省環境管理局におい
て微小粒子の曝露量と呼吸器症状等の健康影響との因果関係について調査が進められてい
る． 
 以上より，自動車用エンジン，特に排出量の多いディーゼルエンジンからの NOx と PM
の排出を低減し，それらの大気濃度を環境基準値以下とすることは，環境への負荷を低減
するばかりでなく，国民の健康な生活保証に直結する重要な課題である． 
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図 1.6 呼吸器系の構造と粒子状物質の進入(7) 
 
1.1.3. 大気環境基準の達成状況と排出ガス規制 
本節では，現在までの NOx と PM に関する大気環境基準の達成状況についてまとめる．
わが国の自動車排出ガス測定局における NO，NO2 濃度および各測定局における光化学オ
キシダントの（Ox）濃度の推移を図 1.7，図 1.8 にそれぞれ示す(8)．NO の年平均値に関し
ては段階的に改善が認められるが，NO2 は緩やかな改善傾向をもっているもののほぼ横ば
いで推移している．また，光化学スモッグの発生につながる Ox の年平均値に関しては，
改善傾向にないことがわかる． これは，Ox の生成につながる一次的汚染物質である NO2
の大気濃度に改善が見られないことに起因するものと考えられる．ここで，NO2 に対する
環境基準の達成状況を図 1.9 に示す(8)．2004 年（平成 16 年）には，一般大気測定局におい
て，1973 年（昭和 48 年）に環境基準が設定されて以来，初めてすべての有効測定局で環
境基準を達成した．しかしながら，道路沿いに設置されている自動車排出ガス測定局では，
いまだ NO2 の環境基準を達成していない地域がある． 
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図 1.7 NOx の年平均濃度の推移（自動車排出ガス測定局）(8) 
（環境省資料より作成） 
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図 1.8 光化学オキシダント（Ox）の昼間の最高 1 時間値の平均値の推移(8) 
（環境省資料より作成） 
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図 1.9  NO2 濃度の環境基準達成状況(8)（環境省資料より作成） 
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また，国内の各測定局における SPM 濃度の年平均値の推移を図 1.10 に，環境基準の達
成状況を図 1.11 に示す(8)．SPM の年平均値は緩やかな改善傾向がみられ，近年では環境基
準の達成率が大幅に改善されている．しかしながら，従来のディーゼル燃焼での NOx と
PM は，一方を低減すると一方が増加するトレードオフの関係にあるため，今後の NOx 低
減策を講じた際に増加する PM に関しても配慮が必要となる． 
環境省が提供する大気汚染物質広域監視システムでは，全国の大気汚染状況等（SO2，
NO，NO2，Ox，非メタン炭化水素（NMHC），SPM，風向・風速，気温）について 24 時間，
情報が公開されている(9)．ここでは，大気汚染測定結果（時間値）と 光化学オキシダント
注意報・警報発令情報の最新 1 週間のデータが地図情報として提供される．一例として，
関東地方における SPM 濃度を図 1.12 に示す．特に大都市において，SPM の環境基準を達
成することが早急に望まれている． 
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図 1.10 SPM の年平均濃度の推移(8)（環境省資料より作成） 
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図 1.11 SPM 濃度の環境基準達成状況(8)（環境省資料より作成） 
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図 1.12 関東地方の浮遊粒子状物質濃度(9) 
 
 ここで，自動車排出ガス原単位及び総量算定検討調査（環境省）による 2004 年度（平成
16 年度）の燃料別・車種別排出量（NOx，PM，HC）の推計結果を図 1.13～1.15 にそれぞ
れ示す(10)．これら結果から，NOx 排出量については，全体の 84.6%がディーゼル車からの
排出であることがわかる．PM 排出量については，ほぼ全てがディーゼル車からの排出で
あり，そのうち 62.3%がディーゼル普通貨物車からの排出となっている．また，HC 排出量
については，普通貨物ディーゼル車が 50.1％，小型貨物ディーゼル車が 2.9%を占めている． 
以上より，わが国の物流や公共交通を担うディーゼル車から排出される NOx と PM を低
減することが，環境負荷低減に最も効果的であることが確認できる．これが低公害型ディ
ーゼル車の開発と普及が強く望まれる理由である． 
 
 
図 1.13 燃料別・車種別 NOx 排出量（全国）(10) 
 
 
第 1 章 序 論 
 11
 
図 1.15 燃料別・車種別 PM 排出量（全国）(10) 
 
 
図 1.14 燃料別・車種別 HC 排出量（全国）(10) 
 
上記の事実を背景として，ディーゼル車からの排出ガスを低減するための排出ガス規制
値が設けられている．米国や欧州と同様にわが国でも，ディーゼル車を対象として段階的
に NOx と PM の規制値が強化されてきた．2003 年（平成 15 年）3 月に「自動車排出ガス
の量の許容限度の告示」，同年 9 月には「道路運送車両の保安基準の細目を定める告示」が
改正され，2005 年（平成 17 年）10 月から新長期規制が開始されることとなった．新長期
規制は 2005 年時点で，世界で最も厳しい規制値（重量車の NOx については，2.0 g/kWh，
PM に関しては 0.027 g/kWh）となっている．新長期規制では，排出ガス試験モードがこれ
までの定常 D13 モードから近年の走行実態を反映させた JE05 モードへと改定された．し
たがって，ディーゼルエンジンの燃焼および排気後処理システムでは，このような過渡試
験モードへの対応が必要とされている． 
 
 
第 1 章 序 論 
 12
 また，2005 年（平成 17 年）4 月，中央環境審議会より「今後の自動車排出ガス低減対策
のあり方について（第八次答申）」が発表され，2009 年から 2010 年にかけて新長期規制値
から一層の排出ガス低減を目指す次期目標値（ポスト新長期規制値）が表 1.2 のように提
示されている(11)．重量車の NOx については，0.7 g/kWh である．さらに，技術的な挑戦目
標として，0.7 g/kWh の 1/3（0.233 g/kWh）が示され，2008 年頃を目処にその達成の技術的
可能性が検討されることになっている．一方，PM に関しては，0.010 g/kWh であり，世界
で最も厳しい規制値となる． 
 日米欧において段階的に強化される重量車の NOx と PM の規制値を比較したものを図
1.16 に示す(12)．日欧は車両総重量 3.5 t 超，米国は 3.85 t 超の車両を対象とし，試験モード
はそれぞれ異なる．わが国の重量車の使用形態では，低速・低負荷での運転頻度が高いた
めに排気温度が低く，後処理システムを有効に機能させることが相対的に難しい傾向にあ
る．米国では 2007 年から 2010 年に同様の厳しい規制値が提示されているが，これらの目
標値はスーパークリーンディーゼルと呼べるレベルであり，日米に対して EU においても
EURO6 において NOx の大幅な規制強化（NOx：0.4 g/kWh）が行われる予定である． 
 
表 1.2 ディーゼル車のポスト新長期規制値(11) 
0.17
0%
0.024
0%
0.024
0%
0.024
0%
NMHC
0.7※
▲65%
0.15
▲40%
0.08
▲43%
0.08
▲43%
NOx
0.010 
▲62%
0.007 
▲53%
0.005 
▲62%
0.005
▲62%
PM
0.63
0%
・中量車 g/km
(1.7t＜GVW≦3.5t)
2.22
0%
・重量車 g/kWh
(3.5t＜GVW)
0.63
0%
・軽量車 g/km
(GVW≦1.7t)
トラック・
バス
0.63
0%
g/km乗用車
CO車種
・下段の%は新長期規制値からの低減率
・挑戦目標値：ポスト新長期規制値の1/3とし2008年頃に検証  
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図 1.16 日米欧におけるディーゼル重量車の NOx と PM の規制の推移(12) 
（（社）日本自動車工業会資料より作成） 
 
 一方で，ディーゼル乗用車に対しても，重量車と同様に日米欧において厳しい排出ガス
規制値が設定されている．日米欧におけるディーゼル乗用車の NOx と PM の規制値の比較
を図 1.17 に示す(11)．表 1.3 に示すように，EU では乗用車の長距離走行の頻度が高い運用
形態から，燃費がよく経済的なディーゼル乗用車の新車比率が 50%を超える状況にある．
したがって，有害排出物を大幅に低減し，実質的な大気の改善効果が得られるディーゼル
技術開発が強く求められている．ディーゼルエンジン本来の良好な燃費性能を維持した上
で，低公害なディーゼルエンジンを開発することは，世界のエンジン技術者にとって共通
の技術的課題である．  
 
表 1.3 ヨーロッパでのディーゼル乗用車シェア(13) 
55 %50 %45 %4WD Vehicles
71 %61 %43 %Full Size Minivans
51 %43 %22 %Large/Luxury
58 %47 %31 %Upper-Medium
49 %36.5 %25.5 %Lower-Medium
28 %17 %11.4 %City/Small
200520011995Car Segment        Example
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図 1.17 日米欧におけるディーゼル乗用車の排出ガス規制値の推移(11) 
 
1.1.4. 地球温暖化の防止に向けた取り組み 
1997 年（平成 9 年）12 月の COP3（気候変動枠組条約 第 3 回締約国会議）では京都議
定書が採択され，2008 年～2012 年の 5 年間を第 1 約束期間として，先進国及び市場経済移
行国全体の温室効果ガスを 1990年レベルと比較して少なくとも 5％削減することが目標と
された．日本については，1990 年比で 6％の温室効果ガス削減が義務づけられている．こ
れを背景として，わが国では，内閣総理大臣を本部長とする地球温暖化対策推進本部にお
いて，1998 年（平成 10 年）6 月に地球温暖化対策推進大綱を発表した．さらに 2001 年（平
成 13 年）10 月に開催された COP7（気候変動枠組条約 第 7 回締約国会議）での京都議定
書の実施にかかわるルールの決定を受け，2002 年（平成 14 年）3 月には，地球温暖化対策
推進本部において新たな地球温暖化対策推進大綱を決定するとともに，地球温暖化対策推
進法の改正を行うなど，温室効果ガスの削減目標達成に向けて取り組んでいる． 
温室効果ガスには，二酸化炭素（CO2），メタン（CH4），亜酸化窒素（N2O）等の 6 種類
が含まれる．この中で，CO2 の総排出量部門別内訳を図 1.18 に示す(14)．ここで，同図中の
数値は，電気事業者の発電に伴う排出量を電力消費量に応じて最終需要部門に配分した後
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の割合である．CO2 の排出量を部門別に分類すると，産業部門に次いで運輸部門及び民生
部門が大きな割合を占めている状況にあり，いずれも 1990 年時点と比較すると一様に増加
している． 
 さらに，輸送機関別 CO2 排出量の割合を図 1.19 に示す(14)．運輸部門の排出量の輸送機関
別内訳を見ると，自家用乗用車が 57.9%を占めている．運輸部門の地球温暖化対策につい
ては，2010 年において無対策ケースでは 1990 年比で 40％増加すると予想され，1995 年
レベルへの CO2 削減（4600 万 t）が目標とされている．CO2 の削減が地球温暖化対策につ
ながるとされており，特に運輸部門において，その削減を達成することが求められている． 
 今後，わが国において重量車へも燃費規制が導入されることも決定しており，特に 2010 
年以降は，より永続的な課題である地球温暖化と省エネルギー化に重点を置いた検討が求
められる．また，交通流対策，道路整備，モーダルシフト・物流の効率化，公共交通機関
の利用促進等をはじめとする自動車の利用に関わる諸対策も重要である．このような自動
車の利用対策の推進は，温暖化対策（燃料消費量の削減対策）と大気汚染対策の両面で効
果が期待される． 
 
 
図 1.18 CO2排出量の部門別内訳(14) 図 1.19 輸送機関別 CO2 排出の割合（平成 15 年度）(14) 
 
1.1.5. 各種排出ガス低減技術 
 本節では，これまでに自動車用エンジンに実用化されてきた燃焼改善技術，排気後処理
技術，燃料性状改善技術について整理したのち，近年注目が集まっている新燃焼方式に関
する従来研究をまとめる． 
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a) 燃焼改善技術 
ガソリンエンジンは，燃料と空気の予混合気をシリンダ内に吸入し，圧縮行程後期にお
いてスパークプラグにより混合気を強制的に火花点火し，火炎伝播による燃焼によって膨
張仕事を得る燃焼方式が一般的である．常に量論混合比での燃焼となるよう排気管に取り
付けた O2 センサを使ったフィードバック制御を行うため，排出ガス後処理装置において三
元触媒が効果的に機能し，NOx，HC，CO の大幅な同時浄化が可能となる．したがって，
近年のガソリンエンジンの排出ガスは極めてクリーンである．これまでのクリーン自動車
の出荷台数の推移を図1.20に示す．近年では☆☆☆以上の車への代替が急速に進んでいる． 
 
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
2000 2001 2002 2003 2004 2005
Clean-Energy Vehicles
☆☆☆☆
☆☆☆
☆☆☆
☆☆
☆
単位：万台x10000
Year
クリーンエネルギー車
燃料電池車，電気自動車，ハイブリッド自動車，
天然ガス自動車，メタノール自動車，ディーゼ
ル代替LPG自動車，水素自動車
平成17年基準排出ガス75%低減レベル
平成17年基準排出ガス50%低減レベル
平成12年基準排出ガス75%低減レベル
平成12年基準排出ガス50%低減レベル
平成12年基準排出ガス25%低減レベル
 
図 1.20 クリーン自動車の出荷台数の推移(15)（（社）日本自動車工業会資料より作成） 
 
しかしながら，ガソリンエンジンでは，火炎が伝播する前にシリンダ壁近傍の未燃ガス
が自己着火するノックが生じる可能性がある．ノックが起こると，過大な燃焼圧力や潤滑
油の蒸発によりエンジンが焼きつく危険性がある．したがって，ガソリンエンジンでは圧
縮比を高めることに制約があり，燃費（CO2 排出量）においては改善の余地を残す．近年，
ガソリン機関においてノックを防止し高圧縮比化するためのさまざまな研究開発が各所で
行われている(16)．さらに，燃料性状改善の観点からのノックの回避に向けた検討も行われ
ており，オクタン価の高い燃料が使われる例が多い．また，シリンダ内へ燃料を直接噴射
し希薄燃焼を行わせるガソリンエンジンも市販化されている．吸気絞りを排除することに
よるポンプロスの低減，比熱比の増大，燃焼温度の低温化による熱損失の低減，耐ノック
性に優れることによる高圧縮比化などにより，熱効率は向上するが，一層の改善が望まれ
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ている． 
近年では，表 1.4 に示すようにガソリン車への可変バルブタイミング機構の実用化が進
んでいる．各社の可変バルブタイミング機構はそれぞれに特徴を有し，表 1.5 に示すよう
な商標がつけられている．ガソリンエンジンに可変バルブタイミング機構を導入すること
で，吸気バルブのリフトと位相を図 1.21 に示すように連続的に可変化できるため，従来の
スロットルの役割を吸気バルブに持たせることができる．これによってポンプロスが低減
され，中低負荷運転条件での大幅な燃費向上につながっている．ガソリンエンジンに可変
バルブタイミング機構を導入する利点をまとめると以下のとおりである． 
・ バルブリフト，位相の連続可変化 
・ 吸入空気量を吸気バルブで直接コントロール 
・ 吸気バルブの低リフト化によるカム駆動摩擦の低減 
・ スロットルレスによるポンプロスの低減 
・ 低中負荷での大幅な燃費向上 
・ 動力性能（レスポンス，出力）の向上 
・ コールドスタート時に排気温度を早期に上昇させるための内部EGR制御 
このように，可変バルブタイミング機構はガソリンエンジンの燃費向上の手段として使わ
れている． 
表 1.4 近年の可変バルブ機構に関する動向 
3次元カムを用いたスロットルレスの2輪車用
ミラーサイクルエンジンを発表
スズキ2003年10月
次世代MIVEC発表三菱自動車2005年10月
進化型VTECエンジンを3年以内に発売と発表本田技研工業2006年9月
VVELを発表日産自動車2007年4月
VALVEMATICを発表トヨタ自動車2007年6月
Valvetronic発表BMW2001年2月
BMW  Valvetronic
NISSAN  VVEL
TOYOTA 
VALVEMATIC
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表 1.5 各社の可変動弁機構の名称 
Variocam，Variocam plusポルシェ
DVVTダイハツ工業
S-VT マツダ
MIVEC三菱自動車
AVCS富士重工業
NVCS，CVTC，eVTC，NEO VVL，VVEL日産自動車
VANOS，ValvetronicBMW
VVT，VCスズキ
VVT-i，VVTL-i，VVT-iE，VALVEMATICトヨタ自動車
VTEC，i-VTEC，VTEC-E本田技研工業
（順不同）  
 
-720 -600 -480 -360 -240 0-120
Crank angle deg.ATDC
Exhaust valve Intake valve
CompressionExpansion
V
al
ve
 li
ft
BMW  Valvetronic  
図 1.21 ガソリンエンジンの燃費向上技術としての可変バルブ機構 
 
一方，ディーゼルエンジンは，ピストンによって吸入空気のみを圧縮して高温高圧とし，
そこへ燃料を噴射することで生じる自己着火燃焼により膨張仕事を得る燃焼方式である．
燃料は，セタン価が高く自己着火を起こし易い軽油が一般的に使用される．従来のディー
ゼルエンジンでは，着火時期を燃料の噴射時期で制御することができ，着火遅れ期間中に
噴射された燃料の予混合型の燃焼とその後に拡散燃焼を有する燃焼形態となる．この燃焼
方式ではノックの危険性が低いため，圧縮比を高く設定することができる．また，ポンプ
損失がガソリン機関に比べて大幅に少なく，希薄燃焼であるために比熱比が大きく熱損失
が少ない．これらの理由から，ディーゼルエンジンは熱効率が高く，CO2 排出量がガソリ
ン車より少ない．したがって，ディーゼル車は，運輸部門に起因する地球温暖化を防止す
るうえで非常に有用といえる．また，エンジンの耐久性も優れることから，物流を支える
トラックなどの商用車や公共交通を担うバスなどを中心に今日まで広く用いられてきた．
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しかしながら，これまで述べたように，ディーゼル機関から排出される有害排出物質は大
気汚染の主要因であり，それらの低減が強く求められている．ディーゼルエンジンは不均
一な非定常噴霧の自己着火燃焼を特徴とし，空気が十分供給される燃料噴霧の周縁領域で
は高温となり余剰酸素によって NOx が多く生成される一方，空気が不足し燃料過剰となる
噴霧中心付近では PM が生成する．したがって，両者は相反する排出傾向があり，これま
でそれらを同時に低減することは極めて困難とされてきた．ディーゼル燃焼は希薄燃焼で
あり，また熱効率が高いために排気温度も低く，ガソリンエンジンにおける三元触媒のよ
うな後処理装置の開発が困難であったことも背景にある． 
近年のディーゼルエンジンでは，一層の高圧噴射を可能にするコモンレール式の燃料噴
射装置，排気ガス再循環（EGR：Exhaust Gas Re-circulation），ターボ過給，燃料噴射ノズル
の小噴孔径化，燃焼室形状の改良，低圧縮比化，筒内流動（スワール比）の最適化等のデ
ィーゼル燃焼を改善する技術が採用され，排出ガスの低減に寄与してきた(17)-(25)．今後のデ
ィーゼルエンジンに，ターボ過給と EGR の 2 つの技術は不可欠である．出力増大と燃費改
善を目的にターボ過給の利用が一般化しているが，NOx の低減のために行う燃料噴射時期
の遅延や噴射形態の変更，EGR によって悪化する燃費や PM を改善するためにも過給によ
って空気量を増す必要がある(26)-(31)．また，多段噴射を含む柔軟な高圧噴射が可能なコモン
レール式噴射システムが主流であり，160 MPa から今後は 200 MPa を超える噴射圧力が適
用されることが予想される．この技術を噴射ノズルの小噴孔径化や燃焼室形状の適正化と
を組み合わせて，燃料噴霧の微粒化と噴霧内への空気導入を促進し，NOx 低減策で悪化す
る燃費と PM の改善を行う方法がとられる(32)(33)． 
図 1.22 に示したように，多段噴射における早期噴射では希薄な予混合圧縮着火により
NOx と PM の同時低減を図るとともに，主噴射の着火遅れを短くして圧力上昇率，最高筒
内圧力ひいてはエンジンの振動騒音を抑制することが可能である．また，主噴射直後のア
フター噴射では，後期の燃焼を活発にすることで PM の再燃焼を促し，20～30%の PM の
低減が可能である(34)(35)．一層の高圧化と精緻な制御のためにはピエゾ素子を使ったインジ
ェクタの開発も進められており，すでに一部の乗用車に使われている．なお，今後は噴射
ノズルの可変機構の開発も検討されているが，生産性や信頼性の観点で実用化は当面困難
と見られる． 
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図 1.22 多段噴射によるディーゼル燃焼の制御 
 
b) 排気後処理技術 
ディーゼルエンジンの排気浄化装置として，酸化触媒，DPF（Diesel Particulate Filter），
NOx 吸蔵還元触媒（LNT：Lean NOx Trap もしくは NSR：NOx Storage Reduction），尿素 SCR
（Selective Catalytic Reduction）システム等が実用化されている．今後の規制強化に対して
は，燃焼の改善技術に加えて排気後処理技術も含めた複合システムの開発によって，全体
として大幅な排気浄化を実現することが必要とされている．これまでに実用化されている
各種ディーゼル排気後処理技術について下記に示す(36)-(42)． 
（1） 酸化触媒と DPF システム 
酸化触媒と DPF システムは，PM 低減のための有力な手段として開発が盛んである．フ
ロースルー型コージェライト担体に白金系の貴金属を担持した酸化触媒は，固体の Soot
自体は酸化できないが，PM 全体の 30～70%を占める可溶性有機成分（SOF）の大部分を
酸化し，HC や CO も同時に除去できるメリットがある．これに加えて，PM の大幅な低減
にはウォールフロー型の DPF が不可欠であり，ナノ粒子も低減できる点でも有用である．
コージェライトや炭化ケイ素（SiC）の多孔質セラミックあるいは焼結金属等を用い，細孔
径の調整によって 70～90%以上の PM の補足が可能である． 
補足された PM を燃焼除去（再生）するには，前段に酸化触媒を配置して排気中の NO
を NO2 とし，NO2 の強い酸化力によって固体の Soot を燃焼する連続再生法が広く実用化さ
れている．これを可能にするには 250℃以上の排気温度と適正な NO/PM 比が必要である． 
しかしながら，低速・低負荷走行では，低温のため再生可能条件に達せず，PM は DPF
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内に堆積し続けることになる．この PM が排気温度の上昇に伴い急激に燃焼し，DPF の亀
裂や溶損を起こすことが経験されてきた．したがって，これを防ぐためには，適切な時期
に DPF を再生する強制再生制御が必要となる．これは，アフター噴射によって DPF 前段
の酸化触媒を活性温度まで昇温させたあとで，ポスト噴射により未燃の CO，HC を供給し，
DPF の温度を 600℃程度まで高めて PM を燃焼除去する制御である．DPF への酸化触媒の
担持による再生温度の低減を含めて，再生制御ロジックの開発が各所で進められている．
これを日野自動車が実用化した例を図 1.23 に示す(24)(25)．捕集した PM の再生頻度が高まる
と，DPF の耐久性に影響が及ぶほか燃費の悪化につながるため，エンジンの燃焼改善によ
ってその負担を軽減することが求められている． 
 
 
図 1.23 超低 PM を実現した DPR システム(24)(25)（日野自動車 2003 年） 
 
（2） NOx 還元触媒システム 
NOx を還元除去する後処理システムの開発も精力的に進められており，実用化されてい
るものやそれに近い有力なものとして以下の 3 つのシステムがある． 
①尿素選択還元触媒（尿素 SCR） 
濃度 32.5%の尿素水を SCR 触媒直前で燃料に対して 3～5%程度供給し，排気熱による熱
分解と加水分解によって発生させたアンモニアにより NOx を選択的に還元するシステム
（SCR：Selective Catalytic Reduction）であり，下記のような反応を利用する． 
CO(NH2)2+H2O = CO2+2NH3 <Pyrolysis and Hydrolysis>   （1） 
4NO+4NH3+O2=4N2+6H2O <Standard SCR>             （2） 
6NO2+8NH3=7N2+12H2O <Slow SCR>                 （3） 
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NO+NO2+2NH3=2N2+3H2O <Fast SCR>                （4） 
ここで，反応（4）が最も反応速度が速いので，SCR 触媒入口において NO と NO2 を等
モルとすることが望ましく，そのためには，酸化触媒を SCR 触媒の前段に配置して，エン
ジンアウトの NOx の大部分を占める NO の一部を NO2 に酸化する必要がある．尿素 SCR
を酸化触媒，DPF と組み合わせたシステムの例を図 1.24 に示す．尿素 SCR システムはエ
ンジン燃焼での NOx の発生を許容して，燃費と PM を改善する方針がとれる点にメリット
がある．しかしながら，尿素水の供給インフラを整備し，システムの稼働時間を担保する
必要がある．このため，重量車に適性があるが，中・小型車への適用の可能性も検討され
ている．わが国の各社において開発が進められており，日産ディーゼル工業では，2004 年
10 月に大型車（20～24 t 車）に尿素 SCR システムを装着し，DPF を用いずに新長期規制値
を達成し，販売を開始している．制御を適正化すれば，90%以上の浄化が可能であるが，
SCR 触媒入口温度が 200℃以下の低温や過渡運転での浄化性能を改善する余地がある．こ
のためには，実験と理論の両面でさらに最適化を図る必要がある． 
 
Urea
→ DOC     c-DPF                              SCR       DOC         →
Exhaust gas
2NO+O2=2NO2
C(Soot)+2NO2=2NO+CO2
Oxidation reactions
C(Soot)+O2=CO2
(1) 4NO+4NH3+O2=4N2+6H2O
(2) 6NO2+8NH3=7N2+12H2O
(3) NO+NO2+2NH3=2N2+3H2O <Fast SCR>
Urea SCR reactions
CO(NH2)2=HNCO+NH3
(Heat)
HNCO+H2O=CO2+NH3
(Heat)
Hydrolysis reactions
4NH3+3O2=2N2+6H2O
Oxidation reaction
HC, CO, SOF Reduction
Soot oxidation
 
図 1.24 酸化触媒，触媒付 DPF，尿素 SCR システムの組合せ 
 
②NOx 吸蔵還元触媒（LNT：Lean NOx Trap） 
排気ガス中の NO を貴金属触媒等で NO2 に酸化し，これをアルカリ金属やアルカリ土類
金属系の触媒で硝酸塩として吸蔵しておき，燃料の後期噴射や排気系で追加した燃料を還
元剤としてリッチ状態を形成し（リッチスパイク），貴金属触媒上で還元するシステム
（LNT：Lean NOx Trap または NSR：NOx Storage Reduction）が実用化されている．このシ
ステムは，還元剤の供給インフラが不要であるが，数%の燃費悪化を伴う．さらに，燃料
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中あるいは潤滑油に含まれる硫黄分によって，吸蔵物質が被毒し浄化性能の低下の原因と
なることが知られている．そのため，硫黄被毒量を予測した上で，650～700℃に排気温度
を高める回復制御を行う必要がある．しかしながら，これによって熱劣化が生じるととも
に，燃費悪化や一時的な PM の排出を招くので，後述するように 10 ppm 以下の低硫黄軽油
の利用が不可欠であり，さらにはゼロ硫黄燃料に対する期待もある．これまで，浄化性能
と耐久性の確保が課題であったが，最近では改善されつつあり，低燃費の要求が厳しくな
い中・小型エンジンシステムに適性があるといえる． 
 
③DPNR 触媒（トヨタ自動車） 
上述の吸蔵型 NOx 還元触媒を応用したもので，NOx と PM を連続的に大幅低減するシ
ステムで，排気の高温化と排気への燃料の間欠供給によって，補足した NOx とともに PM
も同じ触媒上で同時除去できるメリットがある．乗用車や小型トラックに向いているが，
このシステムでも硫黄被毒に対する回復制御が必要である． 
 
また，最近，2009 年における米国 Tier2 Bin5 の達成を目指して米国市場を対象に開発中
の新たな NOx 還元システムを搭載したディーゼル乗用車が本田技研工業から発表されて
いる．排気をリッチにして触媒内でアンモニアを生成，吸蔵し，リーン状態で触媒に吸着
しておいた NO2 を還元するもので，尿素水の補給が不要な点がメリットである． 
尿素 SCR と LNT を比較すると，硫黄に対する耐性，低温活性，耐久性，燃費維持の点
では前者が有利であり，コンパクト性と利便性の点では後者が望ましいといえる．いずれ
にしても，ポスト新長期規制への対応としては，PM と NOx の後処理システムを適切に選
択してシリーズ化して制御する必要があるが，これらの負担を極力軽減するために燃焼技
術の改善が必要である． 
 
c) 燃料性状の改善 
上述したように，後処理システムの性能と耐久性を確保するためには，軽油の一層の低
硫黄化が必要である．わが国では，石油精製メーカーの自主的な取り組みにより，2005 年
初頭に 50 ppm から 10 ppm 以下の低硫黄燃料が市販されている．このような動向は，欧米
でも見られ，10 ppm 以下の低硫黄燃料が主要国で本格的に普及することとなる．さらに長
期的には，以下のような性状改善が求められる可能性がある． 
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・1 ppm 台への低硫黄化：NOx 吸蔵還元触媒への対応 
・90%留出点（T90）の低減：重質成分に由来する PM 生成の抑制 
・芳香族成分の削減：同成分に由来する PM 生成の抑制 
・セタン価の維持あるいは適正化 
また，潤滑油の添加剤が DPF 内で硫酸化合物となって閉塞の原因となることから，その
除去や交換の期間を延ばすために潤滑油の低アッシュ化が進められている．さらには，添
加剤に含まれる硫黄分は軽油中の硫黄分の約 2 ppm に相当するため，その抑制も検討され
ている．このような石油精製過程での超深度脱硫は，不可避的に CO2 の増加を招くため，
排出ガスの対策側で低硫黄の利点を最大限活用し，上述した NOx 吸蔵型触媒における硫黄
被毒の回復制御で消費される燃料量を抑制することで，全体として CO2 の抑制を図る必要
がある． 
 
d) 新燃焼方式 
これまで述べたように，ディーゼルエンジンの低公害化には，燃焼技術，排気後処理技
術，燃料技術を最適に組み合わせることが必要であるが，ディーゼル車からの有害排出物
を大幅に低減するためには，燃焼室内での燃焼改善によって，排気後処理システムの負担
を大幅に軽減することが求められる．特に，ディーゼルエンジンから排出される PM 中の
SOF は酸化触媒で低減可能であるが，固体炭素を成分とする Soot は DPF で捕捉し燃焼除
去する必要があるため，エンジン燃焼で Soot の排出を低減することが後処理の負担低減に
つながる． 
近年，有害成分の発生が避けられない従来のガソリン燃焼形態を抜本的に変更すること
によって，それらの大幅な同時低減を可能とする予混合圧縮着火（HCCI: Homogeneous 
Charge Compression Ignition）燃焼方式が見出された(43)．この燃焼方式は，ガソリンエンジ
ンの低速・低負荷での燃費改善と NOx の大幅低減をねらいとして適用の可能性が追究され
てきた．これは，燃料が燃焼し始める以前に燃料と空気の予混合気を形成し，これを自己
着火させる燃焼方式である．これは，ガソリンエンジンにおける混合気形成法とディーゼ
ルエンジンにおける着火方式を併せ持つ燃焼法といえる．この燃焼方式による低公害性が
発見されて以来，この次世代クリーン燃焼の実用化に向けた研究が世界的に盛んに行われ
てきた．HCCI 燃焼は，自動車用の内燃機関に用いられる後処理の負担を大幅に軽減しう
る燃焼技術として大いに期待されている．  
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表 1.6 内燃機関における燃焼方式の分類(44)(45) 
Diesel enginesHCCICompression ignition
DI gasoline enginesGasoline enginesSpark ignition
HeterogeneousHomogeneous
Mixture 
formation
Ignition method
Gasoline HCCI
Strategy: NVO (Negative Valve Overlap) etc.
HCCI: Homogeneous Charge Compression Ignition
PCCI: Premixed Charge Compression Ignition 
Diesel HCCI (PCCI)
Strategy: VVT (Variable Valve Timing) ?
 
 
燃料と空気の混合気形成過程と着火方式の観点から，内燃機関における燃焼方式を分類
し，HCCI 燃焼の位置付けを示したものが表 1.6 である(44)(45)．ガソリンエンジンにおいて
HCCI 燃焼を実現するためのアプローチとしては，自己着火しにくいガソリンをいかに圧
縮自己着火させるかが第一の課題となる(46)-(49)．そこで，圧縮端の混合気温度を上昇させ，
自着火を誘発するために，負のバルブオーバーラップ（NVO: Negative Valve Overlap）など
の動弁系の自由度を利用する試みが報告されている(50)．これは，可変動弁機構によって高
圧縮比化するとともに，多量の EGR ガスや残留ガスを利用して圧縮着火させるものであり，
混合気の成層化と火花点火の併用等の方式もある(51)(52)．また，燃料設計の観点から，ガソ
リン HCCI 機関に適切な燃料の指針を示唆する研究も行われている(53)(54)． 
 一方，ディーゼルエンジンからの HCCI 燃焼へのアプローチとしては，着火し易い軽油
の早期着火をいかにして抑制するか，すなわち着火までに燃料と空気を混合させるかが第
一の課題となる．ガソリンエンジンの研究者にとっての HCCI 燃焼の魅力は，高圧縮比化
を通じて得られる高効率燃焼であるのに対し，ディーゼルエンジンの研究者にとっての
HCCI 燃焼の魅力は，NOx と PM の大幅な同時低減といえる．ディーゼルエンジンにおい
て HCCI 燃焼を実現することは，図 1.25 に示すように，「予混合燃焼+拡散燃焼」となる従
来のディーゼル燃焼形態を，燃料噴射終了後の着火である「予混合型燃焼」へ転換するこ
とに等しい(55)． 
ディーゼルエンジンにおいて HCCI 燃焼を実現するアプローチとしては，図 1.26 に示す
ように，これまで大きく分けて 2 通りの手法が提案されてきた(56)． 1 つは混合気濃度が限
りなく均一になるような混合気形成をねらうものであり，吸気管あるいは圧縮行程の早期
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に燃料を噴射して，長い着火遅れ時間の後に自己着火させる手法である(57)-(61)．NOx の生
成域を避けるまで混合気を希薄化することにより，排出ガス再循環（EGR：Exhaust Gas 
Re-circulation）の利用を最小限とした上で，NOx を低減できる利点がある．さらに，従来
のディーゼル燃焼で不可避的に存在してしまった噴霧中心付近の燃料過剰となる領域を抑
制し，Soot の生成を避けることができる．このような予混合気の希薄化により，NOx と
Soot は大幅に低減する．しかしながら，この燃焼方式では，混合気が希薄であり燃焼温度
が低下するがゆえに CO，THC が多量に排出される．また，急峻な筒内圧力上昇率を有す
る燃焼となるため運転領域が低負荷運転条件に限られ，長い着火遅れに起因して着火時期
の制御が極めて困難であることなどから，実用化に向けては長期的な視野で検討されてい
るのが実情である．また，早期噴射した燃料が蒸発せずにシリンダ壁面に付着し，エンジ
ンの潤滑油に混入する問題もある． 
    Conventional   　 　Diesel HCCI*
　Premixed+Diffusion   ⇒ Premixed combustion
　　(Ignition after fuel injection)combustion
 
図 1.25 ディーゼル燃焼形態の変換(55) 
 
 
図 1.26 ディーゼル機関からの NOx と Soot を低減するための 2 つのアプローチ(56) 
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それに対して 2 つ目の手法として，近年，高圧燃料噴射と多量の EGR および燃料噴射時
期の遅角化により着火遅れを長期化することで，CO, THC の排出を最小限とした上で NOx
と Soot の同時低減が可能であることが示されている(26)-(31),(62)-(64)．噴射終了から着火開始ま
での期間を極力短くすることで，着火制御性は大幅に向上する．しかしながら，短い予混
合時間で十分に予混合化を促進し局所高当量比域を抑制することが必要となる．これまで，
いすゞ中央研究所の島﨑らは，セタン価の低減などに代表される燃料性状を変更する手法
を用いた研究開発を行うのと同時に，上死点前かつ上死点近傍における筒内直接燃料噴射
を用いた場合においても，多量の EGR などの燃焼制御により着火遅れを確保し局所的に過
濃部をもたない混合気が形成できれば，燃料を圧縮行程早期に噴射する場合と同様に
HCCI 燃焼が実現可能であり，かつこの方針は燃焼効率向上（CO，THC の低減と燃費改善）
の観点から有用であることを見出した(65)-(74)．図 1.26 では Partial HCCI あるいは低温予混合
燃焼（HPCC: Highly Premixed Cool Combustion）と表記されているが，上死点近傍での筒内
直接燃料噴射を用いて可能となるディーゼル HCCI 燃焼は，形成される予混合気が
Homogeneous ではなく不均一性が残ることから，一般的には PCCI（Premixed Charge 
Compression Ignition）燃焼あるいは PCI（Premixed Compression Ignition）燃焼と呼ばれる．
ディーゼルエンジンにおいて PCCI 燃焼を実現するためには，後者の手法がより実用化に
近いアプローチであると考えられており，近年では様々な研究成果が報告されている(75)-(92)．  
この PCCI 燃焼を適用していく中で，エンジン筒内において生成する NOx を低減する試
みとして，例えば Rirardo Consulting Engineers の Cooper らは，2010 年に向けて段階的に導
入が期待されるディーゼルエンジンの燃焼制御技術のロードマップを，ACTION (Advanced 
Combustion Technology for Improved engine-Out NOx) として提示した(60)． ACTION の概要
を図 1.27 に示す．同図に示すように，EGR により吸気酸素濃度を低下させ，低温予混合燃
焼を行うことにより，大幅な NOx の低減が可能である．特に，ACTION Level3 では，吸気
酸素濃度を約 17%以下に設定することで，大幅な NOx の低減を実現している． 
 
 
 
第 1 章 序 論 
 28
 
図 1.27 ACTION ロードマップにおける低温予混合燃焼の採用(56) 
 
欧州 EURO4 規制適合のベースラインから，米国 Tier2 Bin8 規制を LEVEL2，米国 Tier2 
Bin5 規制を LEVEL3 と位置付けた場合，これらの規制を達成するためには，EGR による
吸気酸素濃度の低減が予混合燃焼領域の拡大と低 NOx 燃焼に必要であることが示されて
いる（図 1.28）．今後の厳しい排出ガス規制値をクリアしていくためには，このような燃焼
法の導入により，後処理の負担を大幅に低減する必要がある． 
さらに一例として，2000 rpm，IMEP 1.08 MPa の条件を対象として，EURO4 規制適合時
と ACTION LEVEL3 の燃焼特性の比較を図 1.29 に示す(93)．EGR 率と過給圧の増加および
着火時期の遅角化により，EURO4 のベースライン条件から 93%の NOx 低減が可能となっ
ている．ここで，燃焼期間の遅角化に伴う燃費の悪化は 4%にとどまっているが，燃焼騒
音と Soot の増加が認められる．したがって，NOx の低減のために EGR 率を高める制御が
今後取り入れられていくものと考えられるが，高 EGR 率条件での Soot の増加を抑制する
燃焼法の確立が望まれる．ここに示すような中～高負荷運転条件となるほど，NOx，Soot，
燃費，騒音の同時低減は極めて困難なものとなる．図 1.30 に示すように，米国 Tier2 Bin5
規制を NOx 還元後処理装置なしでクリアするためには，低圧縮比化や効果的な EGR シス
テム，可変バルブタイミング機構等をはじめとする燃焼制御技術の高度化およびその利用
法の構築が求められると予測される． 
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図 1.28 吸気酸素濃度の低減による NOx の排出抑制(56) 
 
 
図 1.29 ACTION Level3 の燃焼特性（2000 rpm，IMEP: 1.08 MPa）(93) 
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図 1.30 将来の厳しいディーゼル排出ガス規制をクリアするために必要となる燃焼技術(56) 
 
 豊田中央研究所の秋濱らは，1988 年に神本ら(94)が提唱した「当量比と火炎温度（φ-T）
マップ」を発展させ，2001 年に図 1.31 のようなディーゼル燃焼場を対象とする NO と Soot
の生成領域を明らかにした(95)-(100)．このマップは，当量比 0-10，温度範囲 1000-3000 K，燃
料 n-hexane，圧力 6 MPa，反応時間 1.0 ms，EGR0%の初期条件下において，定圧－定温燃
焼計算により作成されている． NO はエンジン筒内の高温かつ希薄なガス領域で生成する
のに対し，Soot に関しては，ある特定の温度範囲において燃料過濃な領域で生成し，同図
に示すようなベル型の温度依存性を持つ．同図中には，燃焼温度の低温化と混合気の希薄
均一化により実現する HCCI 燃焼，燃焼温度の低温化による Smoke-less rich 燃焼（低温無
煙燃焼）や MK 燃焼（低温予混合燃焼），燃焼温度の低温化に加え局所的な高当量比領域
を抑制することを狙う PCCI 燃焼（あるいは PCI 燃焼）の燃焼領域をそれぞれ模式的に示
した．これらの燃焼法は，いずれも最高燃焼温度を低温化するという意味では低温燃焼 LTC
（Low Temperature Combustion）に含まれる．ディーゼルエンジンにおいて NOx と Soot の
排出を限りなくゼロにすることは，このφ-T マップ上の NOx と Soot の生成領域を回避して
燃焼させることを意味する．したがって，超低エミッション燃焼は解答の示された難問と
いえ，いかにしてこのクリーン燃焼領域において燃焼させるか，その効果的かつ制御自由
度の高い方法の提案が期待されている． 
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図 1.31 NO と Soot の生成域を回避したクリーン燃焼法(95) 
 
1.2. 本研究の目的 
 
 これまでに述べたディーゼルエンジンに対する排出ガス低減の社会的要請とこれまでに
各所で進められてきた従来研究をもとに，本研究の目的と新たに提案するディーゼル燃焼
コンセプトについて述べる． 
 
従来のディーゼル燃焼において不可避的に生成される NOx の排出を抑制するために
EGR を適用すると，燃焼温度が低温化するために NOx の低減が可能となるが，EGR に伴
って混合気内に局所的に燃料過濃な領域が形成されて Soot は増加してしまうのがこれま
で一般的であった．したがって，高圧燃料噴射および過給を前提とした上で EGR を行うこ
れまでの燃焼技術のみでは，NOx と Soot の大幅な同時低減は極めて困難であった．した
がって，NOx の大幅な低減が可能となる EGR 条件下において，局所的に形成される高当
量比領域をいかにして抑制するかが課題となる．それには，着火前に燃焼室内で燃料と空
気の混合を促進させ，Soot の生成につながる局所的な燃料過濃域を抑制することをつうじ
て，従来のディーゼル燃焼形態を PCCI 燃焼の形態に転換し，図 1.32 に示すφ-T マップ上
のクリーン領域を有効に利用することが求められる．そのためには，燃料の過早着火を防
ぐ着火時期制御が不可欠となる． 
そこで本研究では，十分な着火遅れを確保し燃料と空気の予混合化を促進させる目的で，
 
 
第 1 章 序 論 
 32
燃焼反応の支配因子である圧縮端のガス温度を低温化する方法を検討した．それにより，
燃料の着火遅れを長期化させ，市販軽油の上死点近傍噴射による PCCI 燃焼を実現するこ
とをねらいとした．これにより，燃費を維持しながら後処理システムにおける NOx 還元触
媒を不要とするかあるいはその負担を大幅に軽減することをねらいとする． 
圧縮端のガス温度を低温化する具体的な方策としては，可変バルブタイミング機構
（VVT：Variable Valve Timing Mechanism）の導入によって有効圧縮比を低下させる方針に
着目した．VVT はこれまでに述べたように，近年の市販ガソリンエンジンにおいて燃費を
大幅に向上させる有力な技術として普及が進んでいる．また，VVT はこれまでにガソリン
を燃料とした HCCI 燃焼の実現に向けて，主に自着火を誘発する目的で用いられた研究報
告があるのに対し，本研究では市販軽油の使用を前提とし，この技術をディーゼルエンジ
ンの排出ガスを低減させる目的で利用することを考えた．今後の排出ガス規制の強化に伴
い，市場への導入が予測される各種燃焼制御技術を図 1.30 に示したが，本研究では，2010
年に向けて段階的に導入が予測される低圧縮比化および予混合燃焼，2012 年以後にディー
ゼルエンジンにおいて普及が予測される要素技術である VVT をそれぞれ用い，高圧燃料
噴射，EGR および過給等の従来の燃焼制御技術と組み合わせるなかで，ディーゼルエンジ
ンの排出ガス（NOx と Soot）を大幅に低減するための燃焼制御の方向性を明らかにするこ
とを目的とした．  
 
 
図 1.32 NOx と Soot の生成域を回避した PCCI 燃焼制御(101) 
 
 
第 1 章 序 論 
 33
表 1.7 に示すように，吸気行程において吸気バルブが閉じた瞬間から圧縮が開始すると
仮定すると，圧縮端のガス温度は，ガス量によらずほぼ有効圧縮比（上死点容積に対する
吸気バルブが閉じた瞬間の体積の比）によって決定される．したがって，圧縮端ガス温度
の低温化は，バルブの閉弁時期を遅らせ，ピストンがより上死点に近い状態で閉弁させる
ことで可能となる．具体的な低圧縮比化の手法としては，吸気バルブを遅く閉じる方法（以
後，LIVC: Late Intake Valve Closing），圧縮中に，いったん閉弁した吸気バルブを再び開閉
弁する方法（IVO (Intake Valve Opening) during compression stroke），圧縮中に排気バルブを
開閉弁する方法（EVO （Exhaust Valve Opening）during compression stroke）が考えられる
が，本研究では主に LIVC に着目する． 
このように，ディーゼルエンジンに VVT を導入することによって，有効圧縮比の可変
制御が可能となる．これにより，圧縮端のガス温度を直接的に制御し，EGR を適用した条
件下において効率的に燃料と空気の混合を促進することで，NOx と Soot の排出を同時に
低減することをねらいとする．また，これによって相対的に低圧縮比，高膨張比となるミ
ラーサイクルが実現する．この燃焼法により，膨張仕事を確保しながら圧縮仕事の低減が
可能となる． 
しかしながら，これまで吸気バルブの閉弁時期は，吸入空気量が最大となるように-150 
deg.ATDC 付近で固定されていたが，本研究でのバルブ閉弁時期の変更は，燃焼に使われ
る空気量の低減につながる．それゆえ，空気量の低下を打ち消すほどの予混合化が進むか
否かでこの燃焼法の成否が決まることになる． 
本論文では，可変動弁系の導入により PCCI 燃焼を高い自由度で能動制御できる燃焼コ
ンセプトを提案し，実験と数値計算の両面から，本燃焼法が有するディーゼルエンジンの
排出ガス低減効果について解析するなかで，幅広い運転領域において NOx と Soot の大幅
な同時低減につながるディーゼル燃焼制御の方向性を明らかにする． 
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表 1.7 有効圧縮比の可変化によって PCCI 燃焼を制御するコンセプト 
Intake       Exhaust Intake      Exhaust Intake      Exhaust
ε (Low) : Miller-cycleE (High)Effective compression ratio εeff
O (More enhanced)XFuel-air premixing
LongerShorterIgnition delay
Intake gas amount
TDC gas temp.
Expansion ratio
X (Reduced)O
TVC εκ-1 (Low)tIVC Eκ-1 (High)
E (High) : Constant
LIVC, IVO during 
compression stroke
EVO during 
compression strokeConventional
LIVC: Late Intake Valve Closing
εeff : Effective compression ratio (= VVC/VTDC)  
 
1.3. 本論文の構成 
 
 本論文は 6 章で構成される．各章の概要を以下に述べる． 
 
第1章 序 論 
わが国における自動車の大気環境に関わる現状を述べ，ディーゼル車の排出ガスが大気
汚染に及ぼす影響が大きく，その排出ガスを低減することが大気汚染の改善に有効である
ことを明示した．ディーゼル燃焼の改善により有害排出物質を大幅に低減し，後処理の負
担を軽減するための課題と，その課題解決のためにこれまで何が成されてきたかを明確に
した．その上で，クリーンディーゼル燃焼に向けた手法として，可変バルブタイミング機
構の自由度を利用する方法を提案し，本研究の目的を示した．すなわち，燃料の噴射が終
了し燃料と空気の混合が進んだ後に自己着火を生じるディーゼル燃焼（PCCI 燃焼）を可変
動弁系の導入により高い自由度で能動制御できる燃焼コンセプトを提案し，本燃焼法が有
する排出ガスの低減効果について実験と計算の両面から解析するなかで，NOx と Soot の
同時低減につながるディーゼル燃焼制御の方向性を明らかにすることを目的とした． 
 
 
 
第 1 章 序 論 
 35
第2章 エンジン実験方法と 3 次元熱流体計算の方法 
 本研究における供試機関の諸元と実験装置を示し，エンジン実験の方法について述べた．
さらに本研究において実験，解析対象とする運転条件の選定について検討する．次に，本
研究で数値解析に用いる 3 次元熱流体コードの概要と噴霧・燃焼モデルを中心とした各種
サブモデルについて述べるとともに，数値計算の意義について論じた． 
 
第3章 NOx と Soot を同時に低減する燃焼法の実現 
可変バルブタイミング機構により可能となる有効圧縮比の可変制御は，予混合気の着火
時期に対して高い制御自由度を有することを実証する．具体的には，多量 EGR による NOx
の低減は従来 Soot の増加を伴うが，低有効圧縮比を組み合わせた Miller-PCCI 燃焼を行う
ことにより，予混合時間が長期化し NOx と Soot の大幅な同時低減が可能となることを実
験的に明らかにする．さらに，吸気バルブの遅閉じ制御を用いた Miller-PCCI 燃焼では，
排出ガス流量の減少，排気温度の上昇に寄与するなどの効果も得られるが，それらの特長
についても述べる．また，この燃焼法は，幅広いエンジン回転数において成立することを
示し，そのロバスト性を評価する． 
 
第4章 NOx と Soot の低減メカニズムの数値解析 
Miller-PCCI 燃焼において NOx と Soot が大幅に低減したメカニズムを 3 次元の数値流体
シミュレーションにより解析する．Miller-PCCI 燃焼の燃焼特性を数値解析する中で，ディ
ーゼルエンジンにおいて NOx と Soot を低減するために求められる混合気形成過程，燃焼
温度について考察する． 
 
第5章 Miller-PCCI 燃焼の運転領域拡大に関する検討 
エンジンの負荷を増加させると，PCCI 燃焼の実現が極めて困難になることを明確にした
うえで，高い負荷率において PCCI 燃焼を成立させるための検討を行う．負荷を増加させ
た場合には，膨張行程中の筒内温度低下を利用した Miller-PCCI 燃焼を実現することで，
NOx の大幅な低減につながる EGR 条件下での Soot の排出抑制効果が顕著に現れ，燃焼騒
音の低減効果も有することを明らかにする．このうえで，国で定められた過渡試験モード
を走行する際に使用頻度の高い回転数，負荷条件(6 条件)に対し，Miller-PCCI 燃焼を適用
した際の排出ガスの改善効果を解析し，その有用性を明らかにする． 
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第6章 結 論 
第 6 章では，本論文で得られた知見をまとめ，今後の課題や研究の発展性とともに結論
を述べる． 
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